
介護保険制度改正の影響と今後勝ち残る高齢者住宅の
ポイント 

               平成24年7月 

             ㈱高齢者住宅新聞社 

                      



平成24年度診療報酬・介護報酬改定について  

• 診療報酬改定（本体） 改定率 プラス1.38% 

  各科改定率 医科 プラス1.55% 

        歯科 プラス1.70% 

        調剤 プラス0.46% 

• 薬価改定等 改定率 マイナス1.38% 

• 介護報酬改定 改定率 プラス1.2% 

   在宅 プラス1.0% 施設 プラス0.2% 

 

※障害福祉サービス報酬改定 改定率プラス2.0% 
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介護報酬改定に関する審議報告  

• 地域包括ケアシステムの基盤強化 

  ・自立支援に重点を置いた在宅・居住系サービス 

   ・重度者に対応した在宅・居住系サービス 

• 医療と介護の役割分担・連携強化 

  ・在宅サービスの充実（24時間訪問サービス、訪問看護、訪問   リハ
など） 

   ・看取りへの対応 

   ・介護施設における医療ニーズへの対応 

   ・入退院時における医療機関・介護事業者の連携促進 

• 認知症にふさわしいサービスの提供 
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介護報酬改定に関する審議報告  

 

• 介護職員の処遇改善に関する見直し 

 介護職員の根本的な処遇改善を実現するためには、補正予算のような
一時的な財政措置によるのではなく、事業者の自主的な努力を前提とし
たうえで、事業者にとって安定的・継続的な事業収入が見込まれる、 

介護報酬において対応することが望ましい。 

• 地域区分の見直し 

 現在の特甲地の区分を3分割し、7区分に 

 ※平成26年度までは経過措置等を設定 
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介護保険の新サービス 
地域密着型サービス 
 
＜定期巡回・随時対応訪問サービス＞ 
 ・日中・夜間を通じて1日複数回の定期訪問と随時の対応。 
 ・要介護度別・月単位の定額報酬 
 ・訪問介護員等およびオペレーター、それぞれ常時1名、看護職員 
  2.5名以上（常勤換算）、常時オンコール体制 
 ・定期巡回・随時対応サービスと訪問介護・夜間対応型訪問介護・ 
  訪問看護事業所が一体的に運営される場合の職員の兼務可能 
 
報酬（訪問介護のみ）単位、ひと月 
要介護1 6,670単位 要介護2 11,120 要介護3 17,800 要介護4 22,250 
要介護5 26,700 
（訪問介護・看護）単位、ひと月 
要介護1 9,270単位 要介護2 13,920 要介護3 20,720 要介護4 25,310 
要介護5 30,450 
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介護保険の新サービス 
• 地域密着型サービス 

 

＜複合型サービス＞ 

・要介護度別・月単位の定額報酬 

・登録定員および従事者の配置数等については現行の小規模多機能 

 型居宅介護に準ずる 

・看護職員2.5名 

・訪問サービスの看護職員による24時間対応体制の確保は高い評価 

・訪問看護事業所と一体的な運営をしている場合は兼務可能 

・事業開始時支援加算について、平成27年3月末まで時限措置 

 

報酬 
要介護1 13,255単位 要介護2 18,150 要介護3 25,111 要介護4 28,347 
要介護5 31,934   単位、ひと月 
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介護保険の新サービス 
• 地域密着型サービス 

 

＜複合型サービス＞ 

・要介護度別・月単位の定額報酬 

・登録定員および従事者の配置数等については現行の小規模多機能 

 型居宅介護に準ずる 

・看護職員2.5名 
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報酬 
要介護1 13,255単位 要介護2 18,150 要介護3 25,111 要介護4 28,347 
要介護5 31,934   単位、ひと月 
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特定施設改正の概要 

• 特定施設入居者生活介護 

＜報酬＞ 

要介護1 571単位/日→560単位 

要介護2 641単位/日→628単位 

要介護3 711単位/日→700単位 

要介護4 780単位/日→768単位 

要介護5 851単位/日→838単位 

 

9 



 
 
①看取りの対応強化 
 
①看取りの対応強化 

特定施設において看取りを行った場合に評価 

死亡日以前4～30日 80単位/日 

看取り介護加算（新規）死亡日前日及び前々日 680単位/日 

死亡日 1,280単位/日 

※算定要件 

・医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと判断した者であること 

・利用者又は家族の同意を得て、利用者の介護に係る計画が作成されていること 

・医師、看護師又は介護職員等が共同して、利用者の状態や家族の求めに応じて、
随時、介護が行われていること 

・夜間看護体制加算を算定していること 
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②短期利用の促進 

一定の要件を満たす特定施設においては、家族介護者支援を促進する観点から、特
定施設の空室における短期利用を可能とする 

※算定要件 

・特定施設入居者生活介護事業者が初めて指定を受けた日から起算して、3年以上
経過していること 

・入居定員の範囲内で空室の居室（定員が一人）を利用すること。ただし短期利用の
利用者は、入居定員の100分の10以下であること 

・利用の開始にあたって、あらかじめ30日以内の利用期間を定めること 

・短期利用の利用者を除く入居者が、（前3カ月において）入居定員の100分の80以上
であること 

・権利金その他の金品を受領しないこと 

・介護保険法等の規定による勧告等を受けた日から起算して5年以上であること 
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要介護認定者の推移                      

要支援1・2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計 

全国合計 1,285,395 872,621 867,088 709,376 635,616 574,846 4,944,942 

高齢者に占
める比率 

4.4% 3.0% 3.0% 2.4% 2.2% 2.0% 17.2% 

 ※認定者数はワムネット資料（2010年7月）  ※「高齢者に占める比率」は高齢者人口2874万人（総務省統計、2010年推計）から 
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高齢者世帯の増加 
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※国立社会保障研究所・人口問題研究所 2010年推計  
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サービス付き高齢者向け住宅の登録基準のポイント 

• 規模・設備等 
 ・各居住部分の床面積は原則25㎡以上（居間、食堂、台所その他の住宅の
部分を共同して利用するため十分な面積を有する場合は18㎡以上） 

 ・各居住部分に台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室（共用部分に
台所、収納または浴室を備える場合、各戸に台所、収納または浴室は備えずと
も可） 

 ・バリアフリー構造（手すり、段差、廊下幅など） 
• サービス 
 ・少なくとも状況把握（安否確認）、生活相談サービス 
 ・施設で勤務経験があるかヘルパー2級以上の資格を有する者が日中常駐 
 ・常駐しない時間帯は緊急通報システムにより対応 

• 契約関連 
 ・権利金その他の金銭は受領しない契約 
 ・家賃の前払いに対し必要な保全措置 など 
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サービス付き高齢者向け住宅の主な条件 

• サービス付き高齢者向け住宅として10年以上登録するものであること 

 

• 入居者の家賃の額が近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないように定めら
れるものであること 

 

• 登録住戸が100戸以上の規模の事業については、事業地での需要予測に関す
る説明を行うことができるものであること 

 

• 入居者からの家賃等の徴収方法が、前払いによるものに限定されていないもの
であること 
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サービス付き高齢者向け住宅のターゲッティング       
■様々なタイプ 
①自立・健常型対応（将来が不安） 
 独居の生活が不安、まだ自立だが虚弱体質で将来不安 
②要介護者対応＜軽度から重度まで＞（介護難民ニーズ） 
 特養、有料老人ホームの待機者 
③医療対応（医療難民ニーズ） 
 病床再編、入院規制で病院を出る医療依存度の高い患者、社会的入院患者 
④認知症対応（認知症ニーズ） 
⑤併設型・複合型（訪問介護、ＤＳ、小規模多機能型、診療所、薬局など） 
 
■様々な事業者の参入 
不動産・建設  不動産・建設事業の多角化 
医療  付帯業務の規制撤廃・、療養病床再編 
介護  総量規制、在宅系と居住系の連携 
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利用者の住居と同一建物に所在する事業所に対する評価の適正化 
（介護保険改正） 

• サービス付き高齢者向け住宅等の建物と同一の建物に所在する事業所が、当
該住宅等に居住する一定数以上の利用者に対し、サービスを提供する場合の評
価を適正化。 

• 同一建物に対する減算→所定単位数に90/100を乗じた単位数で算定 
※算定要件 
・利用者が居住する住宅と同一の建物（※）に所在する事業所であって、当該住宅
に居住する利用者に対して、前年度の月平均で30人以上にサービス提供を行っ
ていること 

・当該住宅に居住する利用者に行ったサービスに対してのみ減算 
（※）養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向
け住宅、旧高専賃 

（注）介護予防訪問介護、（介護予防）訪問入浴、（介護予防）訪問看護、（介護予
防）訪問リハビリテーション、夜間対応型訪問介護及び（介護予防）小規模多機
能型居宅介護（前年度の月平均で、登録定員の80%以上にサービスを提供して
いること）において、同様の減算を行う 
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サービス付き高齢者向け住宅の課題整理 

• 入居一時金・礼金、前払い家賃、更新料の扱い 
  ・徴収できる費用は家賃、敷金などサービスの対価 
  ・一般の賃貸住宅との整合性 

• 共同住宅か有料老人ホーム・寄宿舎か（建築基準法の観点から） 
  ・退去要件は不可、入居者の死亡時の届出義務、住民票の有無など 

• 各自治体の登録体制（高齢者居住安定確保計画との関係） 
• 既存の高専賃が移行できないケース 
• 契約問題（入居契約、サービスに関する契約） 
• 「サービス付き」のサービスの内容について 
• 有料老人ホームとの一体化の問題 
  ・サービス提供の形態、入居契約の問題、入居一時金などについて 

• 介護保険の24時間定期巡回・随時対応訪問サービスとの関係性 
  ・既存の介護事業所（訪問介護やデイサービス）とのすみ分け 
• その他、常駐スタッフの有無・資格要件、居宅介護支援事業所の集中減算、短 
 時間訪問介護サービスの報酬化など 
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資料 高齢者居住安定確保計画 作成予定（47都道府県・19政令指定都市） 
                        高齢者住宅新聞調べ（平成23年7月末） 

38 

＜平成26年度までの「サービス付き高齢者向け住宅」の目標戸数＞ 
東京・6000戸 神奈川県・4500戸 熊本県・8000人分 
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サービス付き高齢者向け住宅の事業別収益 

• ＜不動産事業＞ 
  売上 賃料 
  支出 地主への賃料、銀行への返済 

• ＜管理・サービス事業＞ 
  売上 管理費、生活支援サービス費、食費 
  支出 諸材料費、食事サービス委託費（食材費）、人件費 

• ＜介護事業＞ 
  売上 介護報酬 
  支出 介護事業に関連する費用、人件費 

プラスα 
• ＜訪問診療・訪問看護事業＞ 
  売上 診療報酬 
  支出 医療に関連する費用、人件費 
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サービス付き高齢者向け住宅と介護付有料老人ホームの収支比較 
（本紙試算） 

※定員50名の月次損益（入居 

率90%で試算） 

※家賃6万7000円、 

 管理費1万2000円、 

 生活支援サービス費2万円、 

 食費4万8000円で試算 

 月額14万7000円 

※平均要介護度は2～2.5程度 

※高専賃は介護支給限度額の 

約65%のサービス利用 

※販売費・一般管理費には 

管理コスト（総務・人事）も 

含む 

※スタッフ配置は高専賃31名、 

有料老人ホーム45名で試算 

 

＜年間収入＞ 

介護保険74,880,000円 

家賃36,180,000円 

管理・サービス17,280,000円 

食事25,920,000円 

  サー付き住宅 介護付有料老人ホ
ーム 

売上 介護保険 6,220 8,800 

  家賃 3,015 3,015 

  管理費 540 540 

  生活支援 
サービス費 900 900 

  食費 2,160 2,160 

合計   12,865 15,415 

売上原価 1,630 1,630 

売上総利益 
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老人福祉法の改正について① 

• 「有料老人ホームの設置者は家賃、敷金及び介護等その他
の日常生活上必要な便宜の供与の対価として受領する費用
を除く他、権利金その他の金品を受領してはならない」 

 
• 利用料等について（東京都有料老人ホーム設置運営指導指針） 

  ・一時金方式（終身にわたって受領すべき家賃相当額の全部又は一部
を前払金として一括して受領する方式）を削除 

  ・前払金（終身にわたって受領すべき家賃等（敷金を除く）の全部又は一
部を入居時に一括して受領）の創設 

  ・家賃・敷金に関する保証金 

   家賃の6カ月分に相当する額を上限、退去時に滞納家賃及び居室の
原状回復費用を除き全額返還 

 

 

42 



老人福祉法の改正について② 

• 前払金について 

  ・算定根拠を明示 

   開設後の経過年数に応じた要介護発生率、介護必要期間、 

   職員配置等を勘案した合理的な積算方法 

  ・保全措置 

  ・返還金の算定方式 

   一定期間内に死亡又は退去したときの入居月数に応じた返 

   還金の算定方式を明らかに。上記の前払金の算定根拠との 

   整合性 

  ・90日ルール 

   入居日から90日以内の契約解除及び死亡による契約終了の 

   場合、実費や原状回復を除く前払金の全額返還 
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有料老人ホームの入居一時金について 

             参考・高齢者住宅経営者連絡協議会 
               • 入居一時金「終身にわたって受領すべき家賃相当額等の全部または一部を前払金として
一括して受領する方式」（厚労省・有料老人ホーム設置運営標準指導指針） 

• 有料老人ホームの供給数は約5000カ所・25万室 

• そのうち約6割で一時金方式を採用 

• 消費者センターなどに有料老人ホームの「契約・解約」に関する相談が 

   多数。中でも入居一時金の返還に係る苦情が多くを占める 

• 東京都が「有料老人ホーム設置運営指導指針」平成23年9月 

   初期償却が不適切と解釈 

• 入居一時金方式における初期償却と償却期間の設定 

   ＜要介護者向け有料老人ホーム＞ 

   初期償却率10～30% 償却期間5～6年 

   ＜自立者向け有料老人ホーム＞ 

   初期償却率10～20% 償却期間10～15年 

初期償却や償却期間は法律による定めがない。初期償却率が30%を大きく超えていたり、
償却期間が入居期間に比べて極端に短い事例 
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大手有料老人ホーム・高専賃事業者の展開 

• 高齢者住宅新聞「高齢者施設ランキング350法人」調査から（H23.8.5日号） 

  回答事業者数約400社（入居系施設のみ） 施設総件数・総居室数4300施設・22万室 
   うち有料老人ホーム2100施設・13万室、ＧＨ1200施設・2万1000室、  
   高専賃など550施設・2万6000室、特養・老健など500施設・2万9000床 
 

 ・いくつかの運営会社は、年間で最大で20～25施設・1300室以上増加 
 ・医療法人Ｇ・社会福祉法人Ｇの台頭（地方都市の法人の都市部進出など） 
 ・総量規制の影響で高専賃や住宅型有料老人ホーム増加 
 ・平成24年度以降も特定施設（介護付有料老人ホーム）の開設数の伸び 
        鈍化（ベネッセＧは今期開設する約25棟の半数は住宅型の予定） 
 ・「サービス付き高齢者向け住宅」の供給数増大、新規参入増大？ 
 ・Ｍ＆Ａ拡大、投資会社・ファンド系企業が台頭（キノシタＧ、ファン 
  ド系など） 
 ・有料老人ホームの入居一時金の低額化傾向（数千万円から1000万円  
  単位で値下げ、1000万円前後主体から500万円以下主体へ など） 
 ・入居金プランの多様化（入居金ゼロプランなど） 
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今後の高齢者施設・住宅の需要予測 

現状 有料老人ホーム25万室、サービス付き高齢者向け住宅5万室、 

   その他10万室 

    合計約35万室（現状、高齢者に対する高齢者住宅比率は約1.2%） 

 

＜2025年までに高齢者住宅の比率を3～5%とする場合＞ 

 108万室～180万室の供給が必要。あと15年ほどで新規供給が73～145万    

 室の計算。年換算で5～10万室（2025年時点の高齢者人口3600万人で予測）。 

＜2025年までに介護保険施設も含め、デンマーク並みに高齢者施設・住宅比率を
10%とする場合＞ 

 360万室の整備が必要。あと15年ほどで210万室の新規供給の計算。年換算 

 で約15万室（2025年時点の高齢者人口3600万人で予測）。 
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日本の高齢者住宅施策の行方 

①特養、特定施設の役割の再確認 
②補助金に頼らないビジネスモデルの確立 
 
＜今後の有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅について＞ 
○利用料、サービス内容、契約内容の情報開示 
 法改正へのしっかりとした対応 
○介護・医療連携体制 
 重度者や看取り、ターミナルへの取り組み 
○災害対策 
○地域資源の活用、既存ストックの活用・再利用への取り組み 
○地域との関わりについて 
 開かれた施設作りへ 
○有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の協調・連携へ 
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【弊社主催・提供イベント】 
 
高齢者住宅セミナー2012大阪（第4回） 
平成24年10月30日（火）・31日（水） 
場所・大阪マーチャンダイズ・マート（OMM） 
 
 
 
ご清聴ありがとうございました。 
http://www.koureisha-jutaku.com/ 
amiya@koureisha-jutaku.com 
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